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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2023年６月21日に提出いたしました第51期（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 
＜訂正の経緯及び理由＞

当社の連結子会社、不二電子工業株式会社（以下、「不二電子工業」と言います）において受注残高の集計プログ

ラムに不具合があり、これにより過去に提出した有価証券報告書の連結受注高及び連結受注残高の数値に誤りが生じ

ていたことが判明しました。

この集計プログラムは、月末の受注残高を集計する目的で、不二電子工業が2016年に自社内で作成したものであり

ます。当該集計プログラムには、月を跨いで受注額の変更があった場合、変更前の受注額を含んだ前月末の受注残高

に、変更後の受注額がそのまま加算されてしまう不具合がありました。

なお、連結財務諸表及び財務諸表は過年度に亘って適正に表示されており、訂正すべき点はありません。また、当

社及び他の連結子会社の受注高及び受注残高に誤りがないかも調査し、不二電子工業以外では問題がないことを確認

しております。

このたびプログラムの不具合を修正し、あらためて連結受注高及び連結受注残高を算出いたしましたので、訂正す

るものであります。なお、当該不具合による連結受注高及び連結受注残高の誤りは2017年３月期（第45期）以降に当

社が提出してきた有価証券報告書に認められるものの、有価証券報告書の一部訂正に関しましては、その公衆縦覧期

間に鑑み、過去５年間（第47期～第51期）の提出分を対象とすることといたします。

 
 

２ 【訂正事項】

　第一部　企業情報

　　第２　事業の状況

　　　　４　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　　　　（1）経営成績

　　　　　　②　受注実績

 
　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

第２ 【事業の状況】

４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

② 受注実績

 
（訂正前）

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

精機関連 10,162,743 116.6 4,114,244 182.5

光製品関連 7,346,371 86.2 1,138,616 64.3

合計 17,509,115 101.6 5,252,861 130.5
 

 (注) セグメント間取引については、相殺消去しております。

 

（訂正後）

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

精機関連 8,744,074 104.0 1,432,729 144.5

光製品関連 7,346,371 86.2 1,138,616 64.3

合計 16,090,445 95.0 2,571,346 93.0
 

 (注) セグメント間取引については、相殺消去しております。
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